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我が国の港湾の中長期政策を示した PORT2030 では，生産性向上等を目的として「次

世代高規格ユニットロードターミナル」の形成が掲げられており，その取組の一つと

して船舶の離着岸の迅速化・安全性向上等が期待される自動係留装置の導入が示され

ている．公共バースにおける国内初の自動係留装置導入として，敦賀港鞠山南地区で

の導入が検討され，装置導入による効果を検証するための現地実証試験が 2022 年度

には鞠山南 A 岸壁で，2023 年度には鞠山南 B 岸壁で実施された．本稿では，現地実証

試験の概要を整理するとともに，敦賀港における装置の導入効果についてとりまとめ

た． 
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1. はじめに 

我が国の港湾の中長期政策を示した PORT2030 では，

生産性向上等を目的として「次世代高規格ユニットロ

ードターミナル」の形成が掲げられており，その取組

の一つとして船舶の離着岸の迅速化・安全性向上等が

期待される自動係留装置（以下，装置とする）の導入

が示されている． 

装置による係留は従来の係留索による係留方法とは

異なり，岸壁に設置した装置のアームを伸縮させ，吸

着盤の吸着力で船体を係留するものである（図-1）．ア

ームの伸縮や吸着は船・岸壁上等から遠隔で操作でき，

数十秒で係留を完了できることから，従来の係留作業

の省力化・効率化とともに，係留索の破断による事故

等のリスク軽減も期待される． 

公共バースにおける国内初の装置導入として，敦賀

港鞠山南地区（図-2）での導入が検討され，装置導入

による効果を検証するための現地実証試験が2022年度

には鞠山南A岸壁で，2023年度には鞠山南B岸壁で実

施された． 

本稿では，現地実証試験の概要を整理するとともに，

敦賀港における装置の導入効果についてとりまとめた． 

 
図-1 装置による係船イメージ 

 
図-2 敦賀港全景 

2. 現地実証試験の概要 

2.1 試験概要 

装置の導入効果の確認及び設計精度向上に資するデ

ータを取得するため，現在敦賀港に就航している船舶

（表-1）により，現地実証試験が行われた． 

表-1 対象船舶諸元一覧 

 

なお，試験では，以下の3つの係留パターンで作業人

員・時間の計測，船体動揺量の計測を行った． 

① 係留索のみ（従来の係留方法） 

② 係留索+装置 
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③ 装置のみ（安全のため係留索を緩めて配置） 

2.2 作業人員・時間の計測 

作業人員・時間の計測に関する機器の配置イメージを

図-3に示す． 

船首・船尾側にドローンを各1台配置し，上空から動

画撮影を行い，船上での作業時間・人員を測定した．ま

た，岸壁上にビデオカメラを２基（前方・後方）設置し，

自動係留装置や係留作業状況を撮影し，各係留パターン

における作業時間・人員を計測した． 

 

図-3 人員・時間計測用機器の配置イメージ 

2.3 船体動揺量計測 

船体動揺量計測に関する機器の配置イメージを図-4

に示す． 

デッキ上の RTK-GNSS センサ及びブリッジ上のジャイ

ロセンサにより，船舶の変位・姿勢角を計測することで，

各係留パターンにおける船体動揺量を算出した． 

図-4 船体動揺量計測用機器の配置イメージ 

3. 自動係留装置導入による効果の検討 

3.1 省力化・作業効率化効果 

実証試験で計測された鞠山南 B 岸壁における各船舶

の離着岸に要する作業（係留索のみ）の合計時間の平均

値を図-5 中の「現行作業」に示す．同図の通り，離着

岸の作業時間は船上で 20～30 分程度，岸壁上で 7～14

分程度を要することが確認されている．また，将来的に

装置のみによる離着岸が可能となる場合に想定される

離着岸に要する作業時間を「将来作業」に示す．装置に

よる係留については，タブレットによる遠隔操作の後，

30 秒程度で吸着・脱着動作が完了することが確認され

ていることから，この値を「将来作業」で要する時間と

して設定している．同図より，装置の導入によって，省

力化及び作業効率化が期待できるといえる．ただし，こ

れはあくまで離着岸作業についてであることに留意が

必要である． 

なお，装置のみによる離着岸が可能となる条件として

は，「船舶が所要の精度で船体位置を調整可能な制御機

能を有していること」または「L字型の岸壁等の位置調

整が比較的容易な岸壁を利用すること」等が挙げられる． 

図-5 現行及び将来の離着岸作業に要する時間の比較 

3.2 実測値に基づく船体動揺量低減効果 

RORO 船を対象として実施した実証試験の中で，比較

的動揺が大きかった，令和 4 年 11 月 14 日，令和 5 年

12月18日の2回についての各係留パターンにおける動

揺量（船舶の運動成分は図-6参照）を表-2～表-3に示

す．また，PIANC のワーキンググループ 24 によって提

案されている RORO 船・フェリーの荷役限界動揺量の基

準値（表-4）と実測値（安全側として最大値を使用）を

基に荷役限界波高を算出した結果を図-7 に示す（荷役

限界波高の算出例は図-8参照）．STEP①（係留索のみ）

とSTEP③（装置のみ）を比較すると，Surge/Sway/Roll

の動揺成分において，装置導入により，従来の係留索の

みの係留方法と比べて船体動揺量を低減（荷役限界波高

を増加）させる効果があることが確認できた． 

 
図-6 船舶の運動成分 1) 

表-2 STEP別の動揺量の比較表（令和4年11月14日） 

 

表-3 STEP別の動揺量の比較表（令和5年12月18日） 

 
表-4  RORO船及びフェリーの荷役限界動揺量一覧 2) 
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図-7 各係留パターンにおける荷役限界波高 

 

図-8 荷役限界波高の算出例（STEP①_Surge） 

3.3 実測値及び計算値に基づく船体動揺量 

低減効果 

実証試験により得られた船体動揺量計測結果のケー

ス数は限定的であり，少ない動揺計測結果から装置の動

揺量低減効果を評価することは妥当性に欠ける可能性

がある．したがって，実測値に対する再現性が確保され

た船体動揺シミュレーションモデルを用いた船体動揺

解析結果に基づき，補足的に荷役限界波高を検討するこ

とにより，装置の動揺量低減効果を評価することとした． 

（1）船体動揺シミュレーションモデルの妥当性確認 

船体動揺シミュレーションにおけるモデルの妥当性

は，以下の手順で確認した． 

① 浮体動揺解析システム（（国研）海上・港湾・航

空技術研究所港湾空港技術研究所）1)を用いて，

係留索のみによる係留条件で再現計算を行う． 

② ①の結果を RTK-GNSS センサの計測結果と比較し，

適宜キャリブレーションする． 

③ ②で再現性が検証されたモデルを用いて，装置の

みによる係留条件で再現計算を行う． 

装置のみによる係留条件の実測値と計算値の動揺量

の比較結果を表-5 に示す．有義値をみると，最も荷役

障害に影響を与えやすい Roll 成分の動揺量の実測値と

計算値の誤差は-6%である．また，誤差は大きいもので

30%程度あるものの，その絶対値は 1cm 程度と大きくな

いため，再現性は良好だと判断した． 

（2）荷役限界波高の算出 

実証試験の実測値と船体動揺解析による計算値を基

に算出した，係留索のみと装置のみの荷役限界波高の比

（装置/係留索）を表-6 に示す．Surge，Sway，Roll 成

分については，係留索に対する装置の荷役限界波高の比

は 100%よりも増加する傾向にあることから，装置によ

り動揺量は低減するといえる．一方で，Heave，Pitch，

Yaw 成分については，ほとんどのケースで荷役限界波高

の比が 90～105%程度の値を取ることから，動揺量はほ

ぼ変化しないと思われる． 

（3）稼働率の算出 

前述の荷役限界波高を基に，鞠山南B岸壁における稼

働率を算出した結果を表-7 に示す．稼働率は，比較的

荷役障害が発生しやすい冬季（12月～2月）と通年に分

けて算定した．なお，岸壁前面における波浪観測結果か

ら，波向は出現頻度の高い 15°～60°とし，荷役限界

波高は，動揺成分6成分でそれぞれ算出した荷役限界波

表-5 装置による係留条件の実測値と計算値の比較結果 

表-6 荷役限界波高の実測値と計算値の比（装置/係留索）一覧 

※ 

※岸壁前面（岸壁から52.1mの位置）に設置した波浪計から得られた観測値 

増加 
増加 

増加 

変化なし 
変化なし 

変化なし 
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高の内，最もクリティカルとなるもの（小さい値）を設

定した．また，荷役限界波高が0.50mを超える場合には，

十分に動揺が小さいものとし，荷役限界波高を0.50mと

して整理した． 

同表を見ると，実測値に基づき設定した荷役限界波高

を基に稼働率を算出する場合，稼働率（冬季）は係留索

で 96.9%，装置で 99.9%となり，3.0%程度向上する結果

となった．また，解析結果に基づき設定した荷役限界波

高を基に稼働率を算出する場合，稼働率（冬季）は係留

索で 99.1%，装置で 99.7%となり，0.6%程度向上する結

果となり，いずれの荷役限界波高を用いた場合でも，装

置係留時には稼働率がほぼ100%となった． 

3.4 その他の効果 

（1）省力化効果・船体動揺低減効果による便益 

綱取り作業に係る省力化が期待できる．また，船体動

揺低減により荷役時間の短縮が期待できるとともに，稼

働率向上によって，これまで荒天を理由に代替港を利用

していた船舶の一部が荷役可能となり，貨物利用率の向

上による便益が見込まれる． 

（2）港湾労働者の人手不足の解消効果 

装置のみで係留できる場合，これまで係留作業で要し

ていた人員を別作業に割り振ることや，離着岸作業のた

めの出勤の削減の可能性があり，生産性向上・省力化が

期待できる．また，装置の操作は簡易なことから，若手

人材や女性でも係留作業を可能とする効果が期待でき，

持続可能な荷役作業の実現にも寄与すると考えられる． 

（3）航行時間の確保・稼働率向上によるCO2削減効果 

装置導入による動揺量の低減に伴い荷役作業時間が

短縮された場合，その分航行時間を長く確保できること

により，従来よりも燃費の良い速度で航行することが可

能になると考えられることから，CO2の削減についても

見込まれる．また，装置導入による稼働率の向上により，

代替港利用時の陸上輸送量が削減され，それに伴い排気

ガスの排出量が削減されると想定される． 

 

（4）係留索破断の防止効果 

装置の導入により，係留索の破断が発生せず，係留索

の再購入費用が削減されるとともに，人的被害が回避さ

れる． 

（5）災害時のクイックリリース効果 

装置のみで係留できる場合，タブレットのみによる操

作で，数十秒での離岸が可能であるため，津波襲来時等

における迅速な離岸が期待できる． 

4. 今後の課題 

現地実証試験において，ある程度の船舶動揺が確認

されたのは，2022年 11月 14 日及び 2023 年 12月 18

日のRORO船北海道航路の事例2ケースのみであり，こ

の結果のみをもって装置による動揺低減効果を他の港

湾を利用する船舶に適用するのは難しい．また，最も

揺れる空載状態において車両走行時における装置係留

時の船体動揺量や装置に作用する係留力を計測し，問

題が無いことを確認しているものの，実際の荷役作業

時における，貨物量や船体重心位置の変化に応じた動

揺量や係留力は未計測である．さらに，本試験で検討

したRORO船とは船種やトン数が異なる場合，動揺傾向

および装置導入による動揺量低減効果は異なる可能性

がある． 

したがって，今後もモニタリング等を通じて，荒天

時や荷役作業時の動揺量の計測を行い，様々な船種・

船型のデータを蓄積することで，荷役作業時の船舶の

挙動，装置係留時の動揺量低減効果や安全性等に関す

る検証を行うのが望ましい． 

5. おわりに 

2箇年に亘る現地実証試験と，その結果を基に実施し

た数値解析により，自動係留装置導入が有用である可

能性が示された．今後もモニタリング等により，装置

導入効果の確度や適用性等の検証を行い，本装置の全

国的な普及が進むことを切に願う． 
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表-7 稼働率の一覧 


